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草 種 組 合 せ に よ る 放 牧 期 間 の 延 長

1ま え が き

草地の放牧利用はサイレージ 乾草調製より経済的方法
であり冬期の合飼いと比較して飼養費が 1/352)ですむ。

本県における放牧期間はおよそ 5月 中旬から10月 中旬に

かけての約 5ヵ 月間であるが気象的にみて晩秋の放牧期間

を1カ 月延長することは可能と思われる。このような●t点

から晩秋の牧草生産量を備蓄期FH3, N施硼量をかえて刈取

法により検討した。

2 試 験 方 法

1 草種組合せ (表 1)

表 1 草種組合せ
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2 備蓄開始時期および利用時期
備蓄開始時期 X  利 用 時 期
51年 8月 中旬 (8/1

″  下旬(8/2
,月 上旬 (9/

″ 中旬(9/1
″ 下旬(9/2

3 施
"睡
(10a)

6月 中旬にN,P205 K20を 各 6″ずつ施用し,
開始時にN5, 6ん,(尿素)の 2処理とした。

4 試験回
昭和50年 5月 造成した利用 2年目草地である。

5 試験区面積
1区 4″
`2×
2m). 2区制

3試 験 結 果

1 牧草備蓄量
各利用時期ともペレニアル主体のB組合せが最も多く,
D>A>C組合せの順であった。また各組合せとも利用時
期間で備蓄量に大きな差はみられなかった(図 1)。

11月 上旬   11月 中旬    11月 下旬

図 1 利用時期別腋草備蓄量 (生草,t/10a)

備蓄開始時期が遅くなるに従い各組合せとも備蓄量は低

下するがB組合せは各利用時期とも備蓄開始時期の早晩を

問わず最も備蓄量が多い。 9月 下旬の備蓄量 (5利用時期
平均 )を 8月 中旬のと比較すると, N3り 区ではA,B,
C,D組合せはそれぞれ72,59,56,74%の減少 N6り
区では68,54,67,力 %の減少でB組合せの減少率が低
い傾向を示した。

備蓄開始時期と澤り■時期の関係で段階別牧草の備蓄量を

示したのが表 2である。

B組合せのN5, 6″区で 8月 下旬備蓄開始.11月 上旬
利用することにより2t(10a)以上の備蓄が可能であった。
1～ 15t備蓄するにはN3″区でA,C組合せでは8月 中
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表 2 備蓄期間と牧草の備蓄量 (“ /10a)

旬, B組合せは ,月 中旬, D組合せは 8月 下旬に備蓄開始

すればよい。

2 N多用効果
各組合せとも利用時期 備蓄開始時期の早晩にかかわら

ず N多用による増収効果がみられた (表 3)。 利用時期の

平均増収率はA,D,C,D組 合せがそれぞれ
“

～47,16

～32,18～
“

,24～ 50%で B組合せがNl巴料に対する感

応が他組合せより小さかった。

表 3 N多用による増収効果(N6′ N5,多 )

3 TDN含有率
ム組合せのTDN含有率(DM中 )は利用時期が遅くなる

に従いN5, 6切 区とも低下した(表 4)。 これは主幹草
種であるォーチャー ドの粘葉が希り甲時期の遅れとともに増

加し草質が落ちたためと思われる。B,C,D組合せでは判

然としなかった。 TDN含有率の最も高いのはC組 合せで

各利用時期とも高く,B組合せが次いで高い傾向がみられ

た。各組合せとも備蓄開始時期が遅いと各利用時期ともT

DN含有率は高い。

表4 TDN含有率
(DM当 り%, ADAMSの 式より求めた )

4 草種割合(3利用時期の平均 )
A組合せの主幹草種であるオーチャードの割合は備蓄開

始時期の遅れとともに低下したが他組合せでは主幹草種の

低下はみられなかった(表 5)。 N多用によりA,B組合せ

で主幹草種の割合が高まり, A組合せでは備蓄開始時期が

早いほどその割合は高まった。各組合せともN多用により

5 刈取時草丈
N6り,8月 中旬備蓄開始区の草丈が最も高く,各組合せ

の主幹草種の草丈はそれぞれ61,47.25,57¨であった。

このようにA,B,D組合せの主幹草種の草丈は高く一般に

放牧の適期とされている20～ 50¨の15～ 2倍であった。

4 ま

晩秋における放牧期間の延長をはかるため備蓄期FEI N

施用量をかえメ1取法で検討した。

1 ペレニアル主体のD組合せが各利用時期とも備蓄量
が多かった。N3り, 8月中旬に備蓄開始し, 11月 上旬利

用で2t(10a)以 上の備蔭が可能であった。
2 B組合せはN多用による増収効果が他組合せよりや

や低かった。

も B組合せのTDN含有率はC組合せについで高かった。
このようにB組合せ力塊 秋の放牧期間延長に効果的と思

われる。

今回は刈取法により検討したが草量が多く草丈が高くな

ると家畜による採食率の低下が考えられる。草丈の高いォ

ーチャー ド主体
1), トールフェスク主体

3)草
地での採食率

(乾物)が 762%,753¢ と報告されているがペレニアル主

体草地での検討が必要である。 また0,D組合せの主幹草

種であるケンタゥキープルー, トールフェスクの割合が低く

十分特性が発揮されていないため継続検討が必要である。
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タロー′`が減少し,マ メ科率は低下した。

表5 主幹草種割合およびマメ科率
(%, 3利用時期平均 )
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